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「農業・農協改革」に関する意見書 

 

  平成 26年度から新たな農業・農村政策が始まり、現場では農業者と県及び市町村行政・

関係機関・ＪＡグループが一体となって取り組みを始めた矢先です。 

政府は６月２４日、「農林水産業・地域の活力創造プラン」を改訂し、農業所得の増大や

農業の成長産業化のためにＪＡの機能強化・独自性の発揮が必要との考え方から、ＪＡグ

ループの自己改革を前提に、ＪＡの事業や組織統治のあり方、連合会の事業・組織形態、

中央会の新たな制度への移行等を提起しておりますが、今後の具体化の検討にあたっては、

これまでＪＡグループが果たしてきた役割や現場の取り組みを正当に評価したうえで、Ｊ

Ａグループの自己改革を強く後押しするものとする必要があります。 

 加えて、農業委員会の改革および農業生産法人の要件の見直しについても、一方的な価

値判断による議論とならないよう、慎重な検討が必要と考えます。 

 今後の政府による「農業・農協改革」の進め方如何では、ＪＡグループの機能が低下し、

これまで連携して取り組んできた水田農業をはじめとする農業政策の推進、担い手の育成、

管内農畜産物ブランドづくり等の対応が困難になり、農業者への多大な影響が懸念されま

す。 

 地域農業を振興し、農家の所得向上を目指すには、行政機関並びにＪＡグループ等が適

切な役割分担のもと、それぞれの機能を十分に発揮することが、最も効果的であり効率的

です。 

 ついては、国におかれましては、今後、想定される農協法の改正など次期国会等で審議

される予定となっている「農業・農協改革」にあたっては、下記の事項に留意するようお

願い致します。 

 

（1） 農業協同組合の見直しについては、拙速な判断をさけ十分に議論を深め、慎重に検

討をすすめること。 

（2） 農業者や農業団体など現場の意見及び地域の実情を十分に踏まえて、政策に反映さ

せること。 

 


